
第 7号様式 (第 5条関係)( 第 1面)( 用紙 日本工業規格A4 縦長型)
(総括票)

結果報告書 (特定大規模事業者用)

平成 26 年 7 月 メタ 日

神奈川県知事殿

郵便番号

住 所

氏 名

330 - 0846

埼玉県さいたま市大宮区大門町3-105やすなビル 2陛

株式会社 ハイデイ日高
代表取締役社長 高橋 均

神奈川県地球温暖化対策推進条例第15条の規定により、次のとおり提出します。

1 事業者の名称等

事業者の氏名又は名称
及び法人にあっては、
代表者の氏名

株式会社 ハイデイ日高 代表取締役社長 高橋 均

事業者の住所又は主た
る事務所の所在地 埼玉県さいたま市大宮区大門町3-105 やすなビル2階

特定大規模事業者の
区分

11
年度当たりの原油換算エネルギー使用量が 1,500kl以上の
事業者 (神奈川県地球温暖化対策推進条例施行規則(以下
「規則」という。)第 2条第 1号該当の事業者)

原油換
算エネ
ルギー
使用量
の合計
量

2,374 k l

うち 859 k l

□
連鎖化事業者のうち、年度当たりの原油換算エネルギー使
用量が1,500kl以上の事業者 (規則第 2条第 2号該当の事
業者)

k l

うち k l

□ 対象自動車を100台以上使用する事業者 (規則第 2条第 3
号該当の事業者)

使用
台数

台

うち 台

主
た
る
事
業
の
業
種

大 分 類

□ A 農業,林業 □ K 不動産業,物品賃貸業
□ B 漁業 □ L 学術研究,専門・技術サービス業

□ C 鉱業,採石業,砂利採取業 ■ M 宿泊業,飲食サービス業

□ D 建設業 □ N 生活関連サービス業,娯楽業

□ E製造業 □ 0 教育,学習支援業
□ F 電気 ・ガス・熱供給 ・水道業 □ P 医療,福祉

□ G 情報通信業 □ Q複合サービス事業

口 H 運輸業,郵便業 □ R サービス業 (他に分類されないもの)

ロ エ卸売業,小売業 口 s公務 (他に分類されるものを除く)

□ J金融業,保険業

中 分 類

連 絡 先

部 署 名営業企画部 設計施工管理室

電 話 番 号 048 - 644 - 3231

F A X 番 号 048 一 640 一 6114

電 子 メール アドレス oono@hiday.co.jp

※
受

付

欄

湾寮燦然
辱2圃 →
＼立* 瀞餌ノ

※
特

記

欄



(第 2面)
2 計画期間

23 年度 ~ 25 年度

3 計画期間中のエネルギー起源二酸化炭素の排出の状況及び削減の目標(規則第 2条第 1号又は第2号該当の事業者)

県内に設置
している全
ての工場等
におけるエ
ネルギー起
源二酸化炭
素の排出の
状況等

基 準 年度
22 年度

( 年度~ 年度)

年度ごとの
排出量の推
移

基準排出量の合計量計画の初年度の排出量
の合計量

2年度目の排出量の合
計量

3年度目の排出量の合
計量

≦義≧ 2'540繊
2,320 周 綴 皿2を素;琶:g48柳2覇≧g;228繊

4年度目の排出量の合
計量

5年度目の排出量の合
計量

目標とした最終年度の
排出量の合計量 削 減 率

≦藁 柳2 1謡 柳2 憲 躍 柵2鷹≧驚2%
県内に設置
している△王
ての工場等
における排
出量原単位
によるエネ
ルギー起源
二酸化炭素
の排出の状
況等

原単位の指
標の種類 床面積×営業時間 排出量原単位の単位 tco2/千ni・千時間

年度ごとの
排出量原単
位の推移

基準年度の排出量原単
位

計画の初年度の排出量
原単位

2年度目の排出量原単
位

3年度目の排出量原単
位

(実) 4.72 tco2/千 ボ ・

(調) 4.31 千時間

(実) 3.98 tco2/千 nf ・

(調) 3.65 千時間
(実 ) 3.48 tco2/千請 ・

(調) 3.2 千時間
(実 ) 2,8 tco2/千 nf ・

(調) 2.57 千時間

4年度目の排出量原単
位

5年度目の排出量原単
位

目標とした最終年度の
排出量原単位 原 単 位 削 減 率

(実 ) tco2/千ボ ・

(調) 千時間
(実) tco2/千 話 ・

(調) 千時間
(実) 4.57 tco2/千話 ・

(調) 4.2 千時間 鷹;;題字%

計画期間内におけるエネル
ギー起源二酸化炭素の排
出の状況に関する説明

弊社では、2009年から国の補助金を得て、全店舗にエネルギー計測装置を取り付け、エネルギーの見
える化を実施しています。
LED照明等の省エネ技術の導入に加え、電気やガスの使用量をリアルタイムで計測する事により、照明
の点灯時間短縮や、営業前の準備時間での節電など、省エネに取り組みやすい対策を実施しています。
また、社内では各店舗のエネルギー使用量を公表し、従業員の節電意識の向上を図り、啓蒙活動も

行っています。

設置してい
る全ての工
場等におけ
る エ ネ ル
ギー起源二
酸化炭素の
排出の状況
等

年度ごとの
排出量の推
移

基準排出量の合計量計画の初年度の排出量
の合計量

2年度目の排出量の合
計量

3年度目の排出量の合
計量

≦墓 柳2≦藁 狐2憲; ぬ≦高 柳2
4年度目の排出量の合
計量

5年度目の排出量の合
計量

目標とした最終年度の
排出量の合計量 削 減 率

≦藁 柳2≦藁 柳2≦藁 柵2≦蚕≧ %

年度ごとの
排出量原単
位の推移

原単位の指標の種類 排出量原単位の単位

基準年度の排出量原単
位

計画の初年度の排出量
原単位

2年度目の排出量原単
位

3年度目の排出量原単
位

(実)
(調)

(実)
(調)

(実)
(調)

(実)
(調)

4年度目の排出量原単
位

5年度目の排出量原単
位

目標とした最終年度の
排出量原単位 原 単 位 削 減 率

(実)
(調)

(実)
(調)

(実)
(調) ≦詣≧ %



(第 3面)
4 計画期間中のエネルギー起源二酸化炭素の排出の状況及び削減の日標(規則第 2条第 3号該当の事業者)

県内で使用
している△坐
ての対象目
動車のエネ
ルギー起源
二酸化炭素
の排出の状
況等

基 準 年度
年度

( 年度~ 年度)

年度ごとの
排出量の推
移

基準排出量の合計量計画の初年度の排出量
の合計量

2年度目の排出量の合
計量

3年度目の排出量の合
計量

tC02 tC02 tC02 tC02

4年度目の排出量の合
計量

5年度目の排出量の合
計量

目標とした最終年度の
排出量の合計量 削 減 率

tC02 tC02 tC02 %

県内で使用
している全
ての対象目
動車の排出
量原単位に
よるエネル
ギー起源二
酸化炭素の
排出の状況
等

原単位の指
標の種類 排出量原単位の単位

年度ごとの
排出量原単
位の推移

基準年度の排出量原単
位

計画の初年度の排出量
原単位

2年度目の排出量原単
位

3年度目の排出量原単
位

4年度目の排出量原単
位

5年度目の排出量原単
位

目標とした最終年度の
排出量原単位 原 単 位 削 減 率

. %

計画期間内におけるエネル
ギー起源二酸化炭素の排
出の状況に関する説明

▼

対象自動車
の使用状況

使用台数 割合
総数 台
うち電気自動車 台 %
うち天然ガス自動車 台 %
うちハイブリッド自動車 台 %
うちディーゼル代替 LP ガス自動車 台 %

使用してい
る全ての目
動車におけ
る エ ネ ル
ギー起源二
酸化炭素の
排出に関す
る状況等

年度ごとの
排出量の推
移

基準排出量の合計量計画の初年度の排出量
の合計量

2年度目の排出量の合
計量

3年度目の排出量の合
計量

tC02 tC02 tC02 tC02

4年度目の排出量の合
計量

5年度目の排出量の合
計量

目標とした最終年度の
排出量の合計量 削 減 率

%tC02 tC02 tC02

年度ごとの
排出量原単
位の推移

原単位の指標の種類 排出量原単位の単位

基準年度の排出量原単
位

計画の初年度の排出量
原単位

2年度目の排出量原単
位

3年度目の排出量原単
位

.

4年度目の排出量原単
位

5年度目の排出量原単
位

目標とした最終年度の
排出量原単位 原 単 位 削 減 率

%

の



工場等におけ
るエネルギー
起源二酸化炭
素の排出の削
減の目標を逢
成するための
具体的な措置
(規則第 2条

第 1号又は第
2号該当の事
業者)

計画 実施の結果

.

-- .

.

(第 4面)別紙 1



(第 4面)
5 エネルギー起源二酸化炭素の排出の削減の目標を達成するための措置の内容

工場等におけ
るエネルギー
起源二酸化炭
素の排出の削
減の目標を達
成するための
具体的な措置
(規則第 2条

第 1号又は第
2号該当の事
業者)

計画 実施の結果
〈1105〉 エネルギー使用量の管理 エネルギー計測
装置を全店舗に設置してリアルタイムで監視する。

〈1201〉 空気調和設備対策 空調機の清掃を年 1回、
フィルター清掃を2か月に1回実施する。

〈1401〉 照明設備対策 人感センサーとLEDを取り入
れた照明プランを計画する。

エネルギー監視システムを全店に設置し、各店舗のエ
ネルギー使用データを活用する事により省エネルギー
につながった。

空調機清掃を年一回実施し、フィルター清掃を 2ヵ月
に 1回実施するように各店舗に指導した結果、エネル
ギーの削減効果があった。

人感センサーについてはトイレにしか設置できず、効
果が期待できなかったので取りやめた。
トイレとすべての客席部分について、LED照明に改修
した結果、省エネルギーにつながった。

対象自動車の
エネルギー起
源二酸化炭素
の排出の削減
の目標を達成
するための具
体的な措置
(規則第 2条

第 3号該当の
事業者)

計画 実施の結果

.

.

新エネルギー
等の導入その
他の具体的な
措置

計画 実施の結果



対象自動車の
エネルギー起
源二酸化炭素
の排出の削減
の目標を達成
するための具
体的な措置
(規則第2条

第 3号該当の
事業者)

計画 実施の結果

.

-

,

(第 4面)別紙 2



(第 5面)
6 地域の地球温暖化対策の推進への貢献

計画 実施の結果

.

.

.

・

.

'

.

‐

7 温室効果ガスの排出の抑制に寄与する製品の開発その他の温室効果ガスの排出の抑制等に関する取組

計画 実施の結果
スープレンジを、ガスコンロと寸胴を使って沸騰させる方法か
ら、スープの温度を100℃以下で一定に保つ制御をしてガス消費
量を減らしたスープウオーマーに変更した。スープウオーマー
は、日本洗浄機㈱との共同開発で全店舗で使用している。今後
も、省エネの厨房機器を共同開発していく予定です。

開発したスープウオーマーを順次全店舗に導入し、新規店舗に
も導入している。

自動鮫子焼き器について、ガス使用量の 10% 削減出来る機器
を開発していく予定である。



(第 6面)
8 エネルギー管理指定工場等の一覧表

指 定
の 区
分、

工場等の名称 工場等の所在地
日本標準産業
分類における
細分類番号

実施する事業の名称

.

.

9 エネルギー管理指定工場等以外の工場等の一覧表 (最終年度における原油換算エネルギー使用量が1,00okl以上の
ものに限る。)

工場等の名称 工場等の所在地
日本標準産業
分類における
細分類番号

実施する事業の名称
最終年度におけ
る原油換算エネ
ルギー使用量(kl)

.

ー

、



(第 7面)
(個別票)

10 エネルギー管理指定工場等ごとのエネルギー起源二酸化炭素の排出の状況、削減の目標及び当該目標を達成するための措
置の内容

(1) 工場等の名称等

工 場 等 の 名 称

工場等の所在地

工 場 等 の 規 模建築物の延べ
面積

m 2

連 絡 先

部 署 名

電 話 番 号 - -

F A X 番 号

電子メール アドレス

(2) 工場等のエネルギー起源二酸化炭素の排出の状況及び削減の目標

工場等におけ
るエネルギー
起源二酸化炭
素の排出の状
況等

年度ごとの排
出量の推移

基 準 排 出 量計画の初年度の排出
量 2 年度 目の排出量 3年度 目の排出量

(実) tC02 (実) tC02 (実) tC02 (実) tC02

4 年度 目の排 出量 5 年度 目の排 出量 目標とした最終年度
の排出量 削 減 率

(実) tC02 (実) tC02 (実) tC02 (実) %

工場等におけ
る排出量原単
位によるエネ
ルギー起源二
酸化炭素の排
出の状況等

原単位の指標
の種類 排出量原単位の単位

年度ごとの排
出量原単位の
推移

基準年度の排出量原
単位

計画の初年度の排出
量原単位

2年度目の排出量原
単位

3年度目の排出量原
単位

(実) (実) (実) (実)

4年度目の排出量原
単位

5年度目の排出量原
単位

目標とした最終年度
の排出量原単位 原 単 位 削 減 率

(実) (実) (実) (実) %

計画期間内におけるエネル
ギー起源二酸化炭素の排出
の状況に関する説明



(第 8面)
(3) 工場等のエネルギー起源二酸化炭素の排出の削減の目標を達成するための措置の内容

対策の区分
対策の内容 実施状況 未実施の理由

番号 名称

I
□実施

□未実施

2
□実施

□未実施

3
□実施

□未実施

4
□実施

口未実施

5
口実施

□未実施

6
□実施

□未実施

7
□実施

□未実施

8
□実施

□未実施

9
□実施

□未実施
.

10
□実施

口未実施

11
・

口実施

□未実施

12 +
□実施

口未実施

13
□実施

口未実施

14
□実施

□未実施

15
□実施

□未実施

備考 1 ※印の欄は、記入しないでください。
2 □のある欄には、該当する□内にし印又は■を付してください。
3 第 1面の 1の「主たる事業の業種」の欄には統計法第28条の規定に基づき、産業に関する分類を定める
件(平成25年総務省告示第405号)に定める日本標準産業分類の大分類及び中分類を、第 6面の 8及び 9の
「日本標準産業分類における細分類番号」の欄には日本標準産業分類の細分類番号を記入してください。

4 第 4面の 5の欄には、エネルギー起源二酸化炭素の削減の目標を達成するための事業者の対策の計画及び
実施の結果を具体的に記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載
して、その書面を添付してください。

5 第 5面の 6の欄には、中小企業への省エネルギー技術の普及 ・移転、環境教育の実施、森林の保全 ・緑化
の推進などの分野をはじめとする具体的な取組の計画及び実施の結果を記載してください。

6 氏名を本人が自筆で記入したときは、押印を省略することができます。
7 規則第 2条第 1号又は第 2号該当の事業者にあっては、総括票及び個別票を作成した工場等ごとに、最
終年度におけるエネルギー起源二酸化炭素排出量の算定の根拠を明らかにする書類を添付してください。
また、個別票には、使用している設備の管理状況及び排出の削減の目標を達成するための具体的な措置の
内容を確認できる書類を添付してください。

8 規則第 2条第 3号該当の事業者にあっては、最終年度におけるエネルギー起源二酸化炭素排出量の算定
の根拠を明らかにする書類、使用している自動車の管理状況及び排出の削減の目標を達成するための具体
的な措置の内容が確認できる書類を添付してください。
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別紙1 エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表 1 計画期間の初年度 平成23年度用 I
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※ 1 熱については、数値 A一数値 B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、一1を乗じた数値を「二酸化炭紫排
出量」欄に記入する。



横浜市
別紙1 エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表 1 計画期間の初年度 平成Z3年度用 1

1一驚ニドネrl幸二GJ)同響千尋諭司Fi寧も1
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熱1温水 1 IGJ1 。i IGJ 1 ol 。l ol ol
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原油換算ェネルギー使用量 1,036k- 合計 慶璽 霧
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別紙1 エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表

エネルギー使用量 1 036 kl 合言+

※ 1 熱については、数値A一数値 B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、-1 を乗じた数値を「二酸化炭素排
出量」欄に記入する。



川崎市
別紙1 エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表 1 計画期間の初年度 平成23年度用 I
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別紙1 エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表

油換 エネルギー使用量 478 kl 合計
0 ＼

※- 熱については、数値A一数値B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、-1 を乗じた数値を「二酸化炭素排
出量」欄に記入する。



その他

エネルギー使用量

数値
A 単位 熱量A(GJ)

原油 (コンデンセートを除〈。) k 0 k 01 01 01 0

原油のうちコンデンセート(NGL) k 0 k 01 01 0- 0

揮発油(ガソリン) k 0 k 01 01 01 0

ナフサ k 0 k 01 01 0- 0

灯油 k 0 k 01 01 01 0

軽油 k 0 k 01 01 01 0

A重油 k 0 k 01 01 01 0

B・C重油 k 0 k 0- 01 01 0

石油アスファルト t 0 t l ol ol oー 0

石油コ噸クス t 0 t l ol ol o- 0

液化石油ガス(LPG) 0 t 0 t l ol o- 0- 0

石油系炭化水素ガス 千ボ 0 千 1 ol ol ol o

液化天然ガス(LNG) t 0 t l ol ol ol o

その他可燃性天然ガス 千m 0 千1d l ol olol o

原料炭 t 0 t l ol ol ol o

一般炭 t 0 t l ol ol ol o

無煙炭 t 0 t l ol ol ol o

石炭コークス t 0 t l ol ol ol o

コールタール t 0 t l ol ol ol o

コークス炉ガス 千ボ 0 干m l ol ol ol o

高炉ガス 千ボ 0 千m l ol ol ol o

転炉ガス 千ボ 0 千m l ol ol ol o

都市ガス 1 45.o 284 千川 12,780 千 1 ol 12,78o1 6371 637

小計 12,780 01 12,7801 6371637

産業用蒸気 GJ 0 GJ1 。ー 01 01 0
産業用以外の蒸気 GJ 0 GJ I OI OI OI O

温水 GJ 0 GJ I OI OI OI O

冷水 GJ 0 GJ I OI OI OI O

小計 0 GJ 0 0I GJ I OI OIOI O

昼間買電 2,059 千kWh 20,528 //1 千k一//1 20, 圃
夜間買電 千kWh 0 // ー千k鞘し/「 01 0ー 0
上記以外の夏電 千kWh 0 // ー干kwhl// ー 01 01 0
上記以外の国電 千kWh 0 //1 千kwhl//「 01 01 0
自家発電 / 千kWh 千kwhf//「 //

別紙1 エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表

三重
※ 1 熱については、数値 A一数値 B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、-1 を乗じた数値を「二酸化炭素排
出量」綱に記入する。



第 1号様式 (第 3条関係)( 第 1面)( 用紙 日本工業規格A4 縦長型)
(総括票)

事業活動温暖化対策計画書 (特定大規模事業者用)

平成 26 年 7 月 30 日

神奈川県知事殿

郵便番号

住 所

氏 名

神奈川県地球温暖化対策推進条例第11条第 1項の規定により、

1 事業者の名称等

事業者の氏名又は名称
及び法人にあっては、
代表者の氏名

株式会社 ハイデイ日高 代表取締役社長 高橋 均

事業者の住所又は主た
る事務所の所在地 埼玉県さいたま市大宮区大門町3-105 やすなビル2階

特定大規模事業者の
区分

1l
年度当たりの原油換算エネルギー使用量が 1,500kl以上の
事業者 (神奈川県地球温暖化対策推進条例施行規則(以下
「規則」という。)第 2条第 1号該当の事業者)

原油換
算エネ
ルギー
使用量
の合計
量

2,374 k l

うち 859 k l

□
連鎖化事業者のうち、年度当たりの原油換算エネルギー使
用量が1,500kl以上の事業者 (規則第 2条第 2号該当の事
業者)

k l

うち k l

□ 対象自動車を100台以上使用する事業者 (規則第 2条第 3
号該当の事業者)

使用
台数

台

うち 台

主
た
る
事
業
の
業
種

大 分 類

□ A 農業,林業 □ K 不動産業,物品賃貸業
□ B 漁業 □ L 学術研究,専門・技術サービス業

□ C 鉱業 ,採石業,砂利採取業 ■ M 宿泊業 ,飲食サ」ビス業

口 D 建設業 □ N 生活関連サービス業,娯楽業

口 E 製造業 □ 0 教育,学習支援業
口 F 電気 ・ガス・熱供給・水道業 □ P 医療 ,福祉

口 G 情報通信業 □ Q複合サービス事業

口 H 運輸業 ,郵便業 □ R サービス業 (他に分類されないもの)

ロ エ卸売業,小売業 口 s公務 (他に分類されるものを除く)

□ i金融業,保険業

中 分 類 M 76飲食店

連 絡 先

部 署 名営業企画部 設計施工管理室

電 話 番 号 048 一 644 一 3231

F A X 番 号 048 - 640 一 6114

電 子 メー ル アドレス oono@hiday.co.jp

※
受

付

欄

だ錆雪
蝋濯湖
＼顔轡餅ノ

※
特

記

欄

330 一 0846

埼玉県さいたま市大宮区大門町3-105やすなビル 2陛

株式会社 ハイディ日高 燭{-憲三
・

'役 局 p 〉 !~&終 戦もぎもも

次のとおり提出します。 感熱メラ



(第 2面)
2 計画期間

26 年度 ~ 28 年度

3 事業活動に伴う温室効果ガスの排出の削減を図るための基本方針



(第 3面)
4 エネルギー起源二酸化炭素の排出の削減の目標等 (規則第 2条第 1号又は第 2号該当の事業者)

県内に設置し
ている全ての
工場等におけ
るエネルギー
起源二酸化炭
素の排出の削
減の目標等

基 準 年 度
25 年度

( 年度~ 年度)

基準排出量の
合計量

(実) 4,760
tC02

(調 ) 4,110

最終年度にお
ける排出量の
合計量

(実) 4,617
tC02

(調 ) 4,001

目標削減率
(実) 3.00

%
(調 ) 2.65

県内に設置し
ている△生ての
工場等におけ
る排出量原単
位によるエネ
ルギー起源二
酸化炭素の排
出の削減の目
標等

原単位の指標
の種類 床面積×営業時間 排出量原単位

の単位 tC02/千話・千時間

(実) 3.24 tco2/千話 ,

(調) 2.8千時間

基準年度にお
ける排出量原
単位

(実) 3.34 tco2/千 ,言 .

(調) 2.88 千時間

最終年度にお
ける排出量原
単位

目標削減率
(実) 3,00

%
(調 ) 2.65

生産数量又は
建物延床面積
以外の値を原
単位の指標と
して使用する
場合にあって
は、その理由

飲食店では、営業時間に比例して排出量が増えるので床面積と営業時間を原単位の指標とし
ました。

エネルギー起
源二酸化炭素
の排出の削減
の目標の設定
に関する説明

弊社では、全店舗にエネルギー計測装置を取り付け、電気・ガスの使用量をリアルタイムで計測していま
す。
また社内にエネルギー使用量を公表して、従業員の節電意識の向上に役立てています。

C02排出量の削減目標は、前回と同様に年間 1% の削減を目標とし、 3年間で合計 3% とします。

設置している
全ての工場等
におけるエネ
ルギー起源二
酸化炭素の排
出の削減の目
標等

工場等におけ
る排出量

基準排出量の
合計量

(実) tC02

(調)

最終年度にお
ける排出量の
合計量

(実) tC02

(調)

目標削減率実) %

調)

工場等におけ
る排出量原単
位

原単位の指標
の種類

排出量原単位
の単位

基準年度にお
ける排出量原
単位

実)

調)

最終年度にお
ける排出量原
単位

実)

調)

目標削減率実) %
調)



(第4面)
5 エネルギー起源二酸化炭素の排出の削減の目標等 (規則第 2条第 3号該当の事業者)

県内で使用し
ている△王ての
対象自動車の
エネルギー起
源二酸化炭素
の排出の削減
の目標等

基 準 年 度
年度

( 年度~ 年度)

基準排出量の
合計量 tC02

最終年度にお
ける排出量の
合計量

tC02

目標削減率 %

県内で使用し
ている全ての
対象自動車の
排出量原単位
によるエネル
ギー起源二酸
化炭素の排出
の削減の目標
等

原単位の指標
の種類

排出量原単位
の単位

基準年度にお
ける排出量原
単位

最終年度にお
ける排出量原
単位

目標削減率 %

走行距離又は
輸送量以外の
値を原単位の
指標として使
用する場合に
あっては、そ
の理由

・

.

エネルギー起
源二酸化炭素
の排出の削減
の目標の設定
に関する説明 ▼

対象自動車の
使用状況

使用台数 割合
総数 台

うち電気自動車 台 %
うち天然ガス自動車 台 %
うちハイブリッド自動車 台 %
うちディーゼル代替 LP ガス自動車 台 %

使用している
全ての自動車
におけるエネ
ルギー起源二
酸化炭素の排
出の削減の目
標等

自動車におけ
る排出量

基準排出量の
合計量 tC02

最終年度にお
ける排出量の
合計量

tC02

目標削減率 %

自動車におけ
る排出量原単
位

原単位の指標
の種類

排出量原単位
の単位

基準年度にお
ける排出量原
単位

最終年度にお
ける排出量原
単位

目標削減率 %
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6 起源二酸化炭素の排出の削減の目標を達成するための措置の内容
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(第 6面)
7 地域の地球温暖化対策の推進への貢献

8 温室効果ガスの排出の抑制に寄与する製品の開発その他の温室効果ガスの排出の抑制等に関する取組
。において スによる 父子 -暁 用 しているが、 これ に 、わるがエ ・ の 器 ガスの

10% 削減を目標とした自動鮫子焼き器) を開発中である。



(第 7面)
9 エネルギー管理指定工場等の一覧表

指 定
の 区
分＼

工場等の名称 工場等の所在地
日本標準産業
分類における
細分類番号

実施する事業の名称

r

▲

・

10 エネルギー管理指定工場等以外の工場等の一覧表 (基準年度における原油換算エネルギー使用量が1,00okl以上の
ものに限る。)

工場等の名称 工場等の所在地
日本標準産業
分類における
細分類番号

実施する事業の名称
基準年度におけ
る原油換算エネ
ルギー使用量(kl)

仏

鹸ゃ〉-
“ -" ▲.



(第 8面)
(個別票)

11 エネルギー管理指定工場ごとのエネルギー起源二酸化炭素の排出の削減の目標及び当該目標を達成するための措置
の内容

(1) 工場等の名称等

工 場 等 の 名 称

工場等の所在地

工 場 等 の 規 模建築物の延べ
面積

m 2

連 絡 先

部 署 名

電 話 番 号

F A X 番 号

電子メールアドレス

(2) 工場等のエネルギー起源二酸化炭素の排出の削減の目標等

工場等におけ
るエネルギー
起源二酸化炭
素の排出の削
減の目標等

基準排出量 (実) tC02
最終年度にお
ける排出量 (実) tC02

目標削減率 (実) %

工場等におけ
る排出量原単
位によるエネ
ルギー起源二
酸化炭素の排
出の削減の目
標等

原単位の指標
の種類

排出量原単位
の単位

基準年度にお
ける排出量原
単位

(実)
最終年度にお
ける排出量原
単位

(実)

目標削減率 (実) %

生産数量又は
建物延床面積
以外の値を原
単位の指標と
して使用する
場合にあって
は、その理由

.

,

エネルギー起
源二酸化炭素
の排出の削減
の目標の設定
に関する説明

.



(第 9面)
(3) 工場等のエネルギー起源二酸化炭素の排出の削減の日標を達成するための措置の内容

対策の区分
対策の内容

番号 名称

I

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

備考 1 ※印の欄は、記入しないでください。
2 □のある欄には、該当する□内にし印又は■を付してください。
3 第 1面の 1の「主たる事業の業種」の欄には統計法第28条の規定に基づき、産業に関する分類を定め
る件 (平成25年総務省告示第405号) に定める日本標準産業分類の大分類及び中分類を、第 7面の 9及び
10の「日本標準産業分類における細分類番号」の欄には日本標準産業分類の細分類番号を記入してくだ
さい。

4 第 2面の 3の欄には、計画書を作成するに当たっての基本的な考え方を記入してください。
5 第 5面の 6の欄には、エネルギ」起源二酸化炭素の削減の目標を達成するための事業者の対策を具体
的に記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書
面を添付してください。

6 第 6面の 7の欄には、中小企業への省エネルギー技術の普及 ・移転、環境教育の実施、森林の保全 ・
緑化の推進などの分野をはじめとする具体的な取組を記載してください。

7 氏名を本人が自筆で記入したときは、押印を省略することができます。
8 規則第 2条第 1号又は第 2号該当の事業者にあっては、総括票及び個別票を作成した工場等ごとに、
エネルギー起源二酸化炭素排出量の算定の根拠を明らかにする書類を添付してください。また、個別票
には、使用している設備の管理状況及び排出の削減の目標を達成するための具体的な措置の内容を確認
できる書類を添付してください。

9 規則第 2条第 3号該当の事業者にあっては、エネルギー起源二酸化炭素排出量の算定の根拠を明らか
にする書類並びに使用している対象自動車の管理状況及び排出の削減の目標を達成するための具体的な
措置の内容が確認できる書類を添付してください。



全体

単位

原油 (コンデンセートを除く。)i l k 0 k 01 01 0「 0

原油のうちコンデンセート(NGL)1 l k 0 k 01 01 01 0

揮発油(ガソリン) - l k 0 k 01 0- 01 0

ナフサ 1 l k 0 k 01 01 0- 0

灯油 1 l k 0 k 01 01 01 0

軽油 1 - k 0 k 01 01 01 0

A重油 1 ー k 0 k 01 01 01 0

B・C重油 1 l k 0 k 01 01 01 0

石油アスファルト 1 l t l o t ot o1 01 0

石油コークス 1 l t l o t 0- 01 0ー 0

t 01 2,4891 1471147

千ボ 01 01 01 0

t 01 01 0- 0

千 0ー 0ー 01 0

t 01 01 01 0

t 0- 01 01 0

t 0ー 0署 0, o

石炭コークス 1 l t l o t 01 01 01 0

コールタール 1 l t l o t 01 01 0- ・ 0

コークス炉ガス 1 1千川 l o 千雨 01 01 01 0

高炉ガス 1 1千m - o 千m 01 01 01 0

転炉ガス 1 1千川 l o 千雨 01 01 01 0

都市ガス 1 45.o1 775 1千 nf - 34,875 千ボ 01 34,8751 1,7391 1739

小計 1 ---/-メー
メー

1 37,364 01 37,3641 1,8861 1,886

産業用蒸気 1 I GJ I O GJ 01 01 01 0

産業用以外の蒸気 1 I GJ I O GJ 01 01 01 0

温水 1 I GJ I O GJ 01 01 01 0

冷水 1 I GJ I O GJ 01 0ー 01 0

′」、計 1OI GJ I OI O GJ 01 01 01 0

.--- 」昼間買電 1 5,棚 1千kwh1 54,『 // 千kWh //1 54,網ー 2,繊 1 2,燭
取酬 …"{

夜間買電 1 1千kwhl ol// 千kWh //1 01 01 0
千kWh //1 0ー o1 o

上記以外の園電1 1干k柵i oし / 千kWh //1 01 01 0
上記以外の買電1 1千kwhl ol// 千kVvh//1 01 01 0
上賃己以外の買電1 1千kwhl 。1// 千kWh //1 o1 01 0

千kWh /1/

※1 熱については、数値Aー数値B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、ー1を乗じた数値を「二酸化炭素排
出量」欄に記入する。



横浜市

別紙1 エネルゲ H密一緒イし炭密排出量罰算表 1 計圃期間の初年度 平成26年度用 国20

エネ燐一 iギネr雪山,11壷電信漉き平」雷喝墓一
　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　

l揮発油(ガソリン) l r k′r ol l k,f or ol ol oI

　 　　　　　　　　　　　　　　　　
l軽油 l r k,r ol l k-f or 。f or 。1

　 　　　　　　　　　　　　　　
石油アスファルト t o t o o o o

一喜;寛二
ク
モ;喜一 3.".,5711= ;….,571… 911 911

1揃 l ol l千 - ol ol or ol

料i--一急にニコ !一 計 !一 計 gi gi gi
l石炭 1懸 rー 1111三r IEr gr萱r萱ョ-
1石炭コークス r r t l 。1 l t r of or ol 。I

E二禦 I E一 計 1--;…;… ;… ;1
1高炉ガス r l補 r ol l干 or 。l or ol
l転炉ガス l r千Mr ol l千ml 。r ol ol ol
l都市ガス r 45,or 細 r千mr ,6,前- r干m- or ,6, 醐r 期 r

…蝋 小計 i//r。117・6811/Fi r8ii 8911 891…
1産葉用以外の燕気 l r GJ 1 。l r GJ r or or or ol

熱1温水 1 IW1 o- - GJI 0r or or ol
l冷水 」 rGJI OI I GJ1 ol ol 。l o-

キー総計 2,2主計 2,47…1グ-&rグ i22イト 8…i 91葺‘

『その他EIL目三国議三1Jiir言iIE
遍 轟 麓麟 儀一義1k・ 合計一

1
・
1
画一鹸1慶

…鰯騒聾秦圃圃‐瞳醒鵬慶鷹瞳霞慶鷹塵臓蔓瞳慶慶三2撫ぜ;t/離すb仰ぎ
原油換 エネル ー 用量 1036 kl 合計

※1 熱については、数値Aー数値B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、一1を乗じた数値を「二酸化炭素排
出量」欄に記入する。



川崎市

別紙1 エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表 1 針圏期間の初年度 平成26年度用 lv20

1声・夢二璽き
れ
事;
使
騒A(GJも壷ドドJも-キト,ご穏稀も1

1原油のうちコンデンセー榔 GQ k- 。 - k,1 01 01 0l ol

l揮発油(ガソリン) k- o l k-1 0- 01 01 0-

に =二 ; = ;igi ll ;i
l軽油 k,o l k,l ol ol ol ol
IA重油 k-0 l k,l ol ol ol ol

1B.c垣油 k-0 l k一 〇1 01 01 一
石油アスファルト t o t o o o o

l石油コークス t o lt1 01 01 01

.1都蹴ー誉三塁 18』 91; 嘉一 ;1 91;1 6;1 5;1

料1一一一言= 亘 』.; ];1 11 ;1 11

ー石炭橿 1 ョ…I EEE!
1石炭コークス t o l t l ol ol ol ol
1コールター- 0 1 t 1 01 01 0- 01

1コークス炉ガス 補 o l千m l ol ol ol ol

l高炉ガス 千ボ o l千 ol 。l o- ol

l転炉ガス 揃 o l千m l ol o- ol ol
ー都市ガス 1 45,輔 3 干 5,鰯 ド 1 01 5,『 『

』“小計 。 6・891 -。1 xド 911 3ョ 35il

.…暮用以外の燕気 琶コ 11 = ;…宜l x{ ;…
　　　　　 　　　 　　　　　 　　　　　　　

1欄『 園 1.1671委= 11β31 1コク fー11β31一1 61一1 471ー1

要1その信三1もぎ-駐日 11-
小計 11,635 613474

原油換算エネルギー使用量 478 ki 合計 慶剛圃-麟酸灘豊麗 圏圏
震,墜 ,璽璽圃数璽圃慶慶圃圃墓園麗慶三ニ登臨ミニ参議Booだ

※' 熱については、数値A一数値B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、ー1を乗じた数値を「二酸化炭素排
出量」欄に記入する。



その他

原油 (コンデンセートを除く。)1 l k 0- l k 0ー 01 0ー 0

原油のうちコンデンセート(NGL)1 l k 0- l k 01 01 01 0

揮発油(ガソリン) 1 l k 0- ー k 01 01 01 0

ナフサ 1 l k 01 l k 01 0- 01 0

灯油 1 l k 01 l k 01 01 0ー 0

軽油 1 l k 01 l k 01 01 01 0

A重油 1 l k 01 l k 01 01 01 0

B・C重油 1 l k 0- 1 k 01 01 01 0

石油アスファルト 1 l t l ol l t l ol olol o

石油コークス 1 l t l ol l t l ol olol o

石炭コークス 1 l t l ol l t l ol oー ol o

コールタール 1l t l ol l t l ol ol ol o

コークス炉ガス 1 1千Id l ol l千ni l ol ol ol o

桓炉ガス 1 1千 1 ol l千ボl ol ol ol o
転炉ガス f l千ml o‘ 1千mi ol ol of o

都市ガス 1 45.O1 284 1千ボ 1 12,78O1 1千 rバー O1 12,78O1 6371 637

小計 1 ′′′ / 1 12,7801 / ′′/l ol 12,78o1 6371 637

産葉用蒸気 -I GJ I OI I GJ 1 ol ol ol o

産業用以外の蒸気 1 IGJ I O- I GJ 1 ol ol ol o

E i iGJI OI ド 1 01 0ー 01 0
冷水 1 IGJ I OI I GJ 1 ol ol ol o

小計 ー 0- GJ I OI OI GJ I OI OIOI O

上配以外の買電1 1千kwh1 01/イ 千k一 //l o1 01 0
上酵以外の雷電1 1干k- ol// ドkwhl//} 0l ol o
上紀以外の翼電1 1千kwhl ol//1 千k //1 01 01 0

※1 熱については、数値Aー数値B

※2 自家発電について、販売されたものがある場合は、販売された電力に係わる二酸化炭素排出量に、ー1を乗じた数値を「二酸化炭素排
出量」欄に記入する。


